




「令和３年度若年者地域連携事業」
に係る仕様書





第１　総則

１　事業名
令和３年度若年者地域連携事業　
　　
２　本事業の目的
若年者を取り巻く雇用環境については、完全失業率が悪化傾向にあり、かつ、全年齢計に比べて高い水準で推移するとともに、フリーターについては令和元年において138万人となっており、また、大学卒業後３年以内の離職率が３割程度であるなど、一部で厳しい状況が続いていることから、若年者の個々のニーズに応じたきめ細かい就職支援が必要である。
　　　若年者の就職支援については、平成15年６月「若者自立・挑戦プラン」に基づき、関係府省の政策の連携強化及び総合的な推進を図るとともに、地域による若年者対策への主体的な取組を推進するため、都道府県が地域による若年者のためのワンストップサービスセンター（通称ジョブカフェ。以下「センター」という。）を設置しているところである。
厚生労働省東京労働局としては、都道府県の強み・特色を活かした若年者雇用対策を推進するため、若年者地域連携事業をセンター等において実施することとする。

３　事業の実施期間等
（１）事業の実施期間
　令和３年４月１日（予定）から令和４年３月３１日まで

（２）その他
契約締結日（履行期間又は契約期間の初日）までに政府予算（暫定予算を含む。）が成立していない場合は、契約締結日は予算が成立した日以降とする。また、暫定予算となった場合は、契約内容等について変更が生じる可能性があるので、別途協議する。

４　委託費に関する考え方
（１） 受託者が、委託費として計上することができる経費は、本事業の実施に必要な経費に限られており、本事業の目的・性質になじまない経費を委託費に計上することはできない。具体的には仕様書別紙１を参照すること。
　（２） 都道府県労働局（以下「労働局」という。）は、精算時に受託者の支出を精査し、不適切と認めた場合、その経費については支出を認めない。
（３） 委託費の確定額は、委託事業に要した経費の実支出額と契約額のいずれか低い額とする。
（４）経費が契約額を超える額については、受託者の負担とする。
（５） 受託者は委託費の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならない。また、委託費は、専用の口座を単独で設け、他の事業とは別に管理すること。

５　公正な取扱い
（１）受託者は、本事業実施に当たり、利用者に適切な支援を提供し、正当な理由なく支援の提供を拒んではならない。
（２）受託者は、本事業における利用者の取扱いについて、当該事業以外の場で自ら行う事業の利用の有無により区別してはならない。

６　事業目標の設定
受託者は契約時において事業目標の設定を行い、事業実施期間中における事業評価を受けるものとする。

第２　若年者地域連携事業の詳細
１　事業の概要
地域関係者との連携の下、若年失業者やフリーター等の若年者を広く対象に、若年労働者の早期離職を防止するとともに、安定した雇用に結びつけることを目的とし、地域の実情を踏まえ、以下の４に掲げる事業であって、都道府県及び都道府県労働局等により構成された協議会において選定された事業（職業紹介事業に該当する事業を除く。）を実施するため、労働局は適切と認められる民間事業者に対し、若年者地域連携事業を委託するものである。

２　支援対象者
基本的に学生・生徒を含むおおむね３５歳未満の若年者とするが、４における若年者向けの各種事業が当該者の就職を実現する上で効果的であると見込まれる場合については、地域の実情も踏まえ、協議会で協議のうえ、他の年齢層の者を支援対象者に含めても差し支えない。

３　実施箇所
センター（東京都千代田区飯田橋三丁目10番３号東京しごとセンター・ヤングコーナー）等において実施することを基本とする。
なお、センターは令和３年度中に移転する可能性がある。

４　事業の内容等
事業の内容については、次に掲げるそれぞれの事業のうち、事業者が提案すべき事業内容を仕様書別紙２に示すので、地域関係者との連携の下、相補的な事業内容となるよう検討すること。また、本事業における従来の実施状況に関する情報について仕様書別紙３に示すので参考とすること。なお、事業の内容等については協議会の議論により変更がある場合がある。

(1) 事業内容
Ⅰ　次世代を担う若年者の不足が見込まれる企業における人材確保支援
Ⅱ　地域の特性を踏まえた若年者に対する雇用支援サービス
Ⅲ　UIJターン就職に係る支援
Ⅳ　地域の人材流出防止・地元定着に係る支援
Ⅴ　都道府県が創意工夫し自ら企画・立案した、都道府県の強み・特色を活かした
事業

また、事業を周知するためパンフレット、リーフレット等の作成及び配布、ホームページの活用等により効果的に広報を実施する。パンフレット等の作成の際は事前に労働局に相談を行うこと。
なお、ハローワーク単独で実施が可能なもの、都道府県の事業と重複するものは実施不可とする。

(2)　事業実施期間中における事業評価について
本事業における実績項目（利用者及び就職者）については、以下のとおり実績状況の確認を行うこととする。
① 各項目の年間における目標達成率が80％を下回らないよう努めるものとし、周知広報等必要な措置を実施者は講じるものとする。
② 報告対象実績項目について、半年ごとに１回の確認の結果、その時点の目標達成率が年間目標の40％を下回った場合には、実施者は、速やかに改善策を検討し、都道府県労働局担当職員の承認を得た後、改善を実施する。
③ 改善に必要な周知広報等、必要な措置にかかる費用については、実施者の負担により行うものとする。

(3)　コーディネーター等の配置
(1)の事業の実施に係る責任者として、次の①から⑤までに掲げる職務を行うコーディネーターを配置する。
①　事業の企画及び実施に関する事務
②　事業の実施状況の実地確認
③　事業の実施結果の取りまとめ
④　関係行政機関、関係団体等との連絡調整
⑤　その他事業の実施に必要な事務
また、事業の実施に当たり、コーディネーターとともに必要な事務を行う事務員を配置することができる。

５　事業担当部局における進捗管理及び問題発生時の対応のあり方
　  （１）定例会議
　　　・事業の進捗状況等を報告するため、東京労働局の担当職員との会議を定期的に行うこと。当該会議の開催について、別紙４「実施計画」に記載すること。
　　　・当該会議の開催の都度、原則、３営業日以内に議事録を作成し、関係者に内容の確認を行った上で、東京労働局の担当職員の承認を得ること。
　　（２）問題発生時の連絡体制
　　　　情報漏えい及び事業計画に大幅な遅延等の問題が生じた場合は、以下の連絡先にその問題の内容について、速やかに報告すること。
（事業担当部局）東京労働局職業安定部職業安定課若年雇用係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号03-3512-1657
（契約担当部局）東京労働局総務部会計課用度係　電話番号03-3512-1607

６　成果物の確認
　　　　受託者は、本事業で作成した周知・広報に係る著作物を１冊のファイルにまとめ、成果物として提出すること。その際、委託者の指示により、全数検査又はサンプル検査を行い、品質保証を客観的に証明する資料を、成果物と併せて提出させる場合がある。検査の結果、著作物に不足がある等の支障が生じた場合、受託者は直ちに当該納入成果物を引き取り、必要な補正を行った後、指定した日時までに、補正が反映された成果物をすべて提出すること。










（仕様書　別紙１）
委託費の内容

　委託事業の遂行に必要と認められる経費は、具体的には以下のとおり。

１　事業費
　Ⅰ　次世代を担う若年者の不足が見込まれる企業における人材確保支援
　　  中小企業職場見学会等の参加依頼状の印刷費、発送費、会場借料、広報啓発のためのポスター原画料、印刷費、パンフレット印刷費及びその他の経費
Ⅱ　地域の特性を踏まえた若年者に対する雇用支援サービス
　　セミナー等開催のための経費、講師謝金、会場借料、資料作成費、カウンセラー謝金、カウンセリング用パソコンのリース及び維持管理に要した経費、広報啓発のためのポスター原画料、印刷費、パンフレット印刷費及びその他の経費
Ⅲ　UIJターン就職に係る支援
　　  セミナー等開催のための経費、講師謝金、会場借料、資料作成費、広報啓発のためのポスター原画料、印刷費、パンフレット印刷費及びその他の経費
Ⅳ　地域の人材流出防止・地元定着に係る支援
　　  セミナー等開催のための経費、講師謝金、会場借料、資料作成費、広報啓発のためのポスター原画料、印刷費、パンフレット印刷費及びその他の経費
Ⅴ　都道府県が創意工夫し自ら企画・立案した、都道府県の強み・特色を活かした事業
　　  上記に掲げる事業以外の事業の実施に要する謝金、旅費、印刷製本費、通信運搬費、消耗品費、会場借料及びその他の経費

２　人件費
1 謝金
管理業務を行うコーディネーター等に係る謝金
2 諸税及び負担金
社会保険料及び労働保険料事業主負担分（法定額）

３　管理費（上記１に掲げるものは除く。）　
1 旅費
都道府県、労働局等関係者との連絡調整に係る交通費、関係会議への出席旅費
2 庁費
備品費（基本的には賃貸借とし、賃貸借で調達できない特段の事情がある場合には、委託者と協議すること。）、印刷製本費、通信運搬費、消耗品費、光熱費、借料、回線使用料、福利厚生費等
3 一般管理費
　　　　一般管理費の算出に当たって、一般管理費率を用いて算出する場合は、１０％もしくは、以下の計算式によって算出された率のいずれか低い率とすること。
一般管理費率＝（「販売費及び一般管理費」－「販売費」）÷「売上原価」×１００

４　再委託費
　本事業の再委託については、以下のとおりとする。
①　契約に係る事務又は事業の全部を一括して第三者（受託者の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）を含む。）に委託することは禁止する。
なお、再委託とは、本来受託者自ら行うべき業務の一部を効率性、合理性等の観点から例外的に外部発注するものであり、契約目的を達成するため遂行する一連の業務に付帯して印刷、通訳、翻訳等を外部の専門業者に発注することは再委託には、当たらないものとする。
②　委託業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分は再委託してはならない。
③　契約金額に占める再委託契約金額の割合は、原則２分の１未満とする。
④　業務の遂行において委託業務の一部を再委託する場合には、あらかじめ○○労働局に申請し、承認を受けることとする。再委託先又は再委託を行う業務の範囲を変更する場合も同様とする。
⑤　再委託を行う場合は、その最終的な責任は受託者が負うこと。
















（仕様書　別紙２）

提案すべき事業内容について

○令和３年度
[image: ]
その他、事業の実施にあたって求められる事項
[image: ]





（仕様書　別紙３）
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（仕様書　別紙４）
実 施 計 画

	委託事業の目的

	





	委託事業実施期間

	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	委託事業の概要

	内　　容
	対象者
	目標
	効果の把握方法

	【事業名】●●●（直接実施・再委託）

	【事業概要】












	












	












	














  ※　「事業名」には、事業名のほか、（　）内に当該事業が直接実施するものであれば（直接実施）、再委託により実施するものであれば（再委託）と記載すること。
　※　「事業概要」には、具体的な実施内容、実施に係る組織体制、実施時期等について記載。
  ※　「効果の把握方法」には目標達成のための実績の把握方法・把握時期等について記載。

（仕様書　別紙５）
企画書等概要

　※　提出する企画書等の概要について、下に掲げる項目について、特に特徴的であると考えるポイントを押さえながら、指定の字数以内で簡潔にまとめること（全体でＡ４・３頁以内）。

	 会社名：●●●

	１　本事業の基本的な考え方、目的（400字以内）


企画書該当頁：●～●頁

	２　各事業の構成、内容と目標 （800字以内）


企画書該当頁：●～●頁

	３　実施体制（特にセンターや地域の企業、学校、行政機関等との連携
 　体制）　（400字以内）


企画書該当頁：●～●頁

	４　事業者の特長  （200字以内）


企画書該当頁：●～●頁

	５　アピールポイント（500字以内）








（仕様書　別紙６）

関係会社一覧表

 １．一般競争参加事業者
	フ リ ガ ナ
商号又は名称
	フ リ ガ ナ
代表者氏名
	主たる事務所の所在地

	
	
	



 ２．関係会社
	フ リ ガ ナ
商号又は名称
	フ リ ガ ナ
代表者氏名
	主たる事務所の所在地

	
	
	

	
	         　
	

	
	         　
	

	
	         　
	

	
	         　
	

	
	         　
	

	
	         　
	

	
	         　
	


（記載上の注意）
　「関係会社」とは、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９号）第８条に規定する「親会社」、「子会社」、「関連会社」及び当該事業者が他の会社等の関連会社である場合における当該他の会社等をいう。
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必要性 支援

※ 対象者数

Ⅰ

次世代を担

う若年者の

不足が見込

まれる企業

における人

材確保支援

○

人手不足分野等を対象とした企業説明会等

介護・保育・看護等の社会保障分野や2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会の開催を控えた建設分野などに

おいて、依然として有効求人倍率が５倍を超える高い水準に

あり、都内の人手不足が深刻化している。当該人手不足分野

を担う人材の確保を図るため、企業説明会等を開催し各分野

に関する職業理解や業界の魅力等を発信することで若年者の

就業意欲の喚起を図る必要がある。

企業説明会等

実施回数：８回以上

参加企業数：40社以上

参加人員：120人以上

120人

Ⅱ

地域の特性

を踏まえた

若年者に対

する雇用支

援サービス

○

① 若年者を対象とした集団的就職活動の支援



東京労働局管内における34歳以下の月間有効求職者数は、

全国平均約１万人に対し、約６万人前後と他地域と比べて非

常に高い傾向にある。また、臨時的・短期的な就業を繰り返

し不安定就労期間が長期化することで正社員就職への意欲や

自信を失いかけている若者も多く存在する。こうした若者と

求人企業のマッチングを促進するため、グループワーク等を

活用した集団での意欲喚起や求職活動に必要な知識の付与が

必要である。



② フリーターに対する就職支援



東京労働局管内における34歳以下のフリーター等の月間有

効求職者数は、全国平均約５千人に対し、約３万人と全国の

中でも突出して高い傾向にあり、こうした者に対して、「自

己理解」「仕事選びの軸」「不安や課題」等を整理すること

で就職活動の基礎を作り、面接対策等の実践的な支援により

就職準備性を高めていくことは、早期正社員就職、職場定着

の実現を図るうえで必要である。



①について

aコミュニケーション能力

養成に資するもの

実施回数：10回以上

参加人員：150人以上

b主体性・自己理解促進に

資するもの

実施回数：20回以上

参加人員：300人以上



②について

a基礎力養成に資するもの

実施回数：60回以上

参加人員：900人以上

b実践力養成に資するもの

実施回数：60回以上

参加人員：900人以上

c自己管理能力養成に資す

るもの

実施回数：20回以上

参加人員：300人以上

d就職環境を踏まえた知

識・スキル付与に資するも

の

実施回数：20回以上

参加人員：300人以上

2,850人

Ⅲ

UIJターン就

職に係る支

援

×

Ⅳ

地域の人材

流出防止・

地元定着に

係る支援

×

Ⅳ

都道府県が

創意工夫し

自ら企画・

立案した、

都道府県の

強み・特色

を活かした

事業

○

若年人材の採用に向けた企業向けサービス

東京都には25万を超える企業が存在しており、その98.8％が

中小企業である。これらの企業の若年人材の採用意欲は旺盛

であるが、ノウハウ不足のため人材確保や職場定着に至らな

い企業が多く、企業に対し若年者の採用や職場定着に関する

支援策の実施が必要である。それにより若年者の一層の就職

支援にもつながる。



企業向けセミナー等

実施回数：８回以上

参加企業数：80社以上

80社以上

項目 実施内容・実施主旨


image2.emf
(1) 若年者地域連携事業の趣旨を踏まえ、東京都が行うジョブカフェ（東京しごとセンターヤングコーナー）

において実施することを基本とし、併設されるハローワーク飯田橋Ｕ－３５と連携した、地域の強み・特

色を活かした取組みを行う企画内容であること。

(2)

事業の実施にあたっては、東京労働局及び東京都と事前に協議・調整を行うこと。また、東京労働局・東

京都からの事業運営上必要な要請があった場合は誠実に対応すること。

(3)

必要に応じ区市町村、地域経済団体及び学校等と連携を図ること。

(4)

若年者の就職支援経験のある専門スタッフを必要な人数確保し支援体制が整っていること。

(5)

当該業務遂行にあたり、専任者（コーディネーター）を１名以上配置すること。

(6)

本事業における実績（イベント実施回数・支援対象者数・就職者数）の報告を求められること。

(7)

事業の実施にあたっては、東京労働局が要請する新型コロナウイルス感染防止対策を遵守すること。
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（単位：千円）

平成30年度 令和元年度

常勤職員

非常勤職員

委託費定額部分 23,636千円 24,080千円

成果報酬等

旅費その他

23,636千円 24,080千円

23,636千円 24,080千円

平成30年度（実績額）令和元年度（実績額）令和2年度（契約額）

9,860千円 9,951千円 11,912千円

8,651千円 8,746千円 10,733千円

1,209千円 1,206千円 1,179千円

2,371千円 1,641千円 2,369千円

90千円 114千円 153千円

3千円 2千円 6千円

2,278千円 1,526千円 2,210千円

9,656千円 10,296千円 13,808千円

444千円 511千円 612千円

1,106千円 1,167千円 1,870千円

7,056千円 7,568千円 10,123千円

1,050千円 1,050千円 1,204千円

1,751千円 2,193千円 2,809千円

23,636千円 24,080千円 30,896千円



令和2年度



人件費



物件費



委託費等

30,896千円



計(a) 30,896千円

参

考

値

(

b

)

減価償却費



退職給付費用



間接部門費



　　・若年者を対象とした集団的就職活動の支援

(a)+(b) 30,896千円



　



１．人件費

　　・人件費

　　・諸税及び負担金

２．管理費

　　・福利厚生費

　　・旅費

　　・庁費

３．事業費

　　・人出不足分野等を対象とした企業説明会の実施

　　・フリーターに対する就職支援

　　・若年人材の採用に向けた企業向けサービス

４．消費税

計


image4.emf
常勤職員

コーディネーター

事務員

メールカウンセラー

非常勤職員

令和2年度

実績 実績 目標（計画）

6回 6回 6回

31社 31社 30社

109人 104人 120人

12回 13回 12回

174人 314人 240人

12回 10回 12回

88人 151人 180人

59回 54回 60回

1,047人 1,144人 1,120人

58回 51回 62回

1,063人 951人 1,020人

18回 19回 19回

405人 457人 380人

25回 21回 26回

766人 603人 780人

6回 6回 6回

124社 122社 120社

２．従来の実施に要した人員

平成30年度 令和元年度 令和2年度



4 4 4

1

3



1

3



30社

120人 120人 参加者数

6回 6回

参加企業数 30社

12回 12回

240人 240人

　　実施回数

　　参加者数



実施回数

1

3



令和元年度

目標

（業務従事者に求められる知識・経験等）

・セミナー、イベント等の企画、運営に従事した経験があること。

・コーディネーターについては、事業運営に関して関係者（東京労働局、東京都、経済団体、学校、区市町村等）との調整

能力を有しており、雇用労働情勢に明るいこと。

・事務員については、事務作業に必要なパソコン操作のスキル（ワード・エクセル等）を有していること。

３．年度別の事業実績について



平成30年度

目標

　　参加者数 180人 180人

　　実施回数 12回 12回

　　参加者数 1,060人 1,060人

　　実施回数 59回 59回

　　実施回数 58回 58回

　　参加者数 950人 950人

　　参加者数 360人 360人

　　実施回数 18回 18回

(4)若年人材の採用に向けた企業向けサービス

　　実施回数 24回 24回

　　参加者数 720人 720人

（注記事項）

(1)人出不足分野等を対象とした企業説明会の実施

(2)若年者を対象とした集団的就職活動の支援

①社会人基礎力セミナーⅠ

②社会人基礎力セミナーⅡ

(3)フリーターに対する就職支援

①就活ベーシックセミナー

②就活実践力アップセミナー

③セルフマネジメントセミナー

④プラス（ワン）セミナー

　　実施回数 6回 6回

　　参加企業数 120社 120社
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